２０１０．７．１
　Ｎo.７６１号

「残業ゼロ革命」で減ったのは超勤手当の配当のみ！

やっぱり人減らしが目的か？！事業仕分けで500人削減？
4月以降、「残業ゼロ革命」「不適正対応」等の内部管理事務の増大で職場は大混乱！

　この間、職場訪問・地域集会を行う中で、多くの組合員の方から、[残業ゼロ革命」や「不適正経理処理問題等の問題について、ご意見ご質問をいただきました。現時点での情報や組合の見解をお知らせします。

事業仕分けで500人削減？

現場の声：「事業仕分けにより、来年度は県全体で定数を500人削減すると所属で聞いたが本当か？」
組合見解：当局の記者発表資料では、「効果的・効率的な行政の実現を図り、『残業ゼロ革命』を推進します。」とし、人員削減を目的にはあげていません。

　しかし、この間の当局の常道を逸した人員削減を考えれば油断できません。自治労県職労は、人員要求闘争を強力に展開し、人員削減には断固反対します。

「残業ゼロ」で「残業手当ゼロ」？

現場の声：4月以降、「残業ゼロ革命の影響」を理由に超勤予算の配当が前年度比で大幅に削減された。

組合見解：今年の春闘期の交渉においても、「残業ゼロ革命は残業代削減が目的ではない。」ということを確認しています。残業が減らない、むしろ増えている中で、「残業ゼロ」を理由に「超勤の配当」を削減している部局があれば、労使合意に反し、労基法違反の疑いもありますので個別に所属・部局交渉を行います。
本庁組織の再編でムダが増えた？

現場の声：今まで1つの課で、庶務担当も予算担当も1人ずつだったのが3課に分かれてそれぞれの課に庶務担当と予算担当が置かれた。かえって内部管理事務をする職員が増えただけ。残った副課長は「残業ゼロ」の仕事しかしていない。ムダじゃないの？
組合見解：当初の案では部の筆頭課が人事等共通の事務を担当するはずでした。少なくとも人事・予算・庶務は筆頭課が行うよう要求します。
「不適正」対応で本来業務ができない！
現場の声：3月以降、「不適正」対応で本来業務で伸ばせるものは先延ばしにしてきたが限界だ。本来業務が「不適正」な状態になっている。本末転倒だ。

　また、「厳格な執行」によって、経理部門だけでなく、直接県民サービスを行う現場の仕事が滞っている。
組合見解：これ以上調査を行う必要があるのならば、現場に負担のかからない体制を整備した上で行うべきです。管理課等への人員配置を求めるとともに、効果的・効率的な仕事が「不適正」となる現行の制度自体の見直しを求め、併せて、組合としての改善提案をまとめ、当局に対して必要な提案を行っていきます。
仕事のことは気にせずに、夏休みを満喫しよう！

今年から臨任職員も

5日間の夏休みです！
